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更なる役割分担・適正化の推進に向けた取組について

経緯

○ 文部科学省は、平成31年の中央教育審議会答申（※）で示されたいわゆる「学校・教師が担う業務に係る３分類」に基づき、業
務の考え方を明確化した上で、役割分担や適正化を推進してきた。

○ 毎年度実施している「教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査」（以下、取組状況調査）の結果からは、
おおむねすべての項目において改善傾向が見られる一方で、
● 項目によって改善度合いにばらつきがみられること、
● 特に、学校以外の主体の協力を得る必要がある取組には課題がみられること

 等が明らかになっている。

赤字の数値は、「令和４年度教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査」の結果

※新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）（第213号）（平成31年１月25日）
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